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Ｉ現行法の史的素描と展望
１現行の商法典（明治32年法律第48号）にふくまれている保険契約法
（第３編第10章，第４編第６章）は，明治44年法律第73号により一部改正が行
われたにとどまり，じらい実質的な改正が行われないまま今日におよんでい
る（大正11年法律第71号による破産法の制定にともない関係法条に若干の修正が行わ
れ，さらに昭和13年法律第72号により商法典が大幅に改正された際条数の整理が行わ
れ，これにともない保険契約法の条数も整理が行われたとはいえ，実質的な改正は
旨行われないまま今日におよんでいる)。しかるに，保険の特異性のしからしめる
ところとして，進歩的な保険の実際は絶えず猛烈な勢いをもって進化発展す
る運命におかれているため，法典と保険の実際とはいちじるしくかけ離れた
ものとなっている。わが国の現行の保険契約法は，契約の自由（Vertrags‐
freiheit,I6bert6contractuelle）に発現する自由主義的精神によってつらぬ
かれており，一般契約法と同じく，だいたいにおいて任意法規としての性質
を有するものである。したがって，公益に関するものと糸とめられるものを
除いては，それぞれの聴容的規定（disposiveBestimmung）は，当事者問の
契約によって自由にこれを変更することができるものとされている。そこで，
3０
わが国の保険の実際においては，保険約款（標準的な条項については普通保険約
款くAllgememeineVersicherungsbedingungen,conditionsg6n6rales，general
policy>,これと異なる条項については特別保険約款くbesondereVersicherungsbe-
dingungen,conditionssp6ciales,specialpolicy>）によってこれを任意に変
(1)(2)
更のうえ保険契約を締結している。また，新い､保険の実際の動きIま，法典
の予定していないところとして，保険約款によって補充しているのが現実の．
（３）
姿である。
(1)マーネスは，進歩的な保険の実際は，絶えず急激な進歩をつづけ，保険の立法
や学説に対して常に先駆者たるの栄誉をになっているといっている（Manes，
Versicherungswesen,ＩＳ１８６.）
(2)普通保険約款は，ある種の保険について同一の条項を定めたものであるが，特
別保険約款は，それぞれ特殊の契約にそれぞれの具体的な個性を与えるために定
められた特約条項（conditionparticuli6res）である。この二つの約款が合し
て一個の保険契約の内容をなすのである（PicardetBessonLesassurances
terrestresendroitfran9aise,1975,Ｎ055.)。
(3)岡野（敬次郎）博士も，保険規則（今日でいう保険約款）によって補充すべき
ことを指摘しておられる（法典調査会第８１回商法委員会議要録・明治30年５月１４
日・７ノ111ページ以下。これにつき，青谷・「保険契約法の逐条別史的素描Ｖ・
生命保険協会会報59条３号37ページ以下)。
２保険約款の制定・改廃は，主務大臣の認可をえて定められるもので
あって（保険業法１条２項３号，１０条１項，同施行規則12条．１６条）国家的規制の
もとにおかれているとはいえ，保険事業が今日のように大規模組織のものと
なり，強力な作用を営むにいたるにつれて，その一方には団体主義的事相が
他方には独占的事相が国家の特別の干渉を必要とするにいたり，保険契約法
が漸次強行法化され，公法化され，保険者の活躍が国家的に社会的に倫理的
（１）
に指導ざれ促進される傾向にある。それＩま，契約の自由ないしは私的自治の
原則（GrundsatzderPrivatautonomie）が徹底的に適用されることによっ
て成立するにいたった技術的な発明であるといえる。
商法改正要綱（昭和１０年12月法制審議会総会決議）も，「保険業者の現に使用
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する約款を参酌して第１o章の規定を改正すると共に，保険契約者及び保険者
の利益を保護する為に適当なる強行規定を設くること」（217項)，「損害保険，
生命保険の何れにも属せざる種類の保険に関し適当なる規定を設くること」
(218項)，「保険に関する規定は海上保険業者の現に使用する約款を参酌して
適当に之を改正すること」（227項）といっている。昭和14年の保険業法(昭和
14年法律第41号）も保険契約者の利益を保護するため国の監督行政の強化を図
っ尤ものであるが）時の司法省民事局長であられた大森洪太氏も，政府の所
見として，現行の保険契約法は，保険会社のつごうのよいように変更されて
いるので，これを改めて，ある種のものを強行規定とし，また，ある種のも
のを半強行規定とすることにより，これを保険会社の利益のために変更して
(2)(3)(4)(5)(6)(7)
はならない，といった規定を設けるべきであるといっておらわれる。
(1)1864年のスイス保険契約法草案はその起草者Munzingerの名をとってMu-
nzinger草案といわれているものである。Munzingerは，契約自由の法則に
よって保険者が保険に関する知識の浅い保険契約者にとって不利益となるような
条項を設けることにより保険契約を締結している実態に洞察をめぐらすことによ
って，強行法を原則とする保険契約法草案を起草したのである。しかし，この草
案は保険業者の強い反対によって実現するにいたらなかった(Bemerkugenvon
SeitenderSchweizerVersicherungsgesellschaftenS34.)。この草案は，
強行法規を原則とし，とくにこの法律において別段の定めがある場合にかぎり特
約によって変更することができるものとされたのである。
その後，1896年，Roelliは，一定の規定は特約をもってこれを変更すること
ができないものとする草案を起草し，1908年現行のスイス保険契約法（Schwei-
zerischenBundesgesgesetzUberdenVersicherungsvertrag，ｖｏｍ２・
Aprill908.）となるにいたったのである。くわしいことは，HansRoelli,Ko-
mmentarzumSehweizerichenBundesgesetzeiiberdenVersicherung-
svertag,Ｂｄ、１１９１４，Ｂｄ．Ⅱ1932,Ｂｄ．、Ⅳ、1933.参照。
(2)大森供太氏の第74回帝国議会の衆議院における「保険業法改正法律案特別委員
会速記録第４回」・昭和14年３月２日・９ページの答弁。なお，保険業法につい
ては，青谷編・コンメンタール保険業法（上下）参照。
(3)スイス保険契約法第97条第１項は，一定の規定は特約をもってこれを変更する
ことができないものとし，第98条第１項は，一定の規定は特約をもって保険契約
者または請求権者の不利益に変更することはできないものとしている。ただし，
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両条とも，その第２項において，この規定は，運送保険には適用しないものとし
ている。
1908年のドイツ保険契約法は，各規定につき特約をもって保険契約者の不利益
に変更することができない冑を定め（６条２項，３４条ａ，３９条１項,４２条,４７条，
９２条２項，115条ａ，158条ａ，178条１項，183条)，保険契約者の不利益となる
がごとき特約は保険者においてこれを援用することができないものとし(15条ａ，
３３条２項，３４条ａ，６５条，６８条ａ，７２条，115条ａ，154条２項，158条ａ，178条
１項)，あるいは保険契約の全部を無効ならしめるものとし（51条３項，５９条３
項，159条２項および３項，179条３項)，また，ある種の合意は当然無効とし（８
条，６４条１項前段および３項，８１条から89条まで，184条１項前段および３項)，
なお，規定の性質上当然に強行規定とされるもの（４条１項，１５条，９８条，１７０
条)，公法規定のゆえに強行規定とされるものがある（13条,４８条,157条,198条)。
1917年のオーストリア保険契約法も，スイス法，ドイツ法と同じく，各章の末
尾に強行規定を指示する条文を設けて，保険契約者その他の利害関係者の不利益
な特約を援用することができないものとし（22条，４２条，７２条，８７条，153条，
163条)，ある特約はこれを無効としている（122条)。
1927年のスウェーデン保険契約法第34条も不当と解釈される保険約款は，すべ
てこれを無効としている。
1930年のフランス保険契約法第２条は，特に明文をもって規定する場合を除い
て，同法の全部にわたり特約による変更を排除している。
1930年のデンマーク保険契約法第34条も，明らかに不公正な結果を招く保険約
款は，これを無効としている。
1942年のイタリア民法第1932条第２項も，被保険者に不利益な約款は，法律上
当然それに相当する法律の規定によって代替されるものとしている。
(4)上述のドイツ保険契約法については，生命保険文化研究所・「所報｣４１号．４２号
に，スイス保険契約法については，国士館法学第12号に，オーストリア保険契約
法については，比較法制研究第２号に，スウェーデン保険契約法については，国
士館法学第11号にフランス保険契約法については，比較法制研究第４号にデ
ンマーク保険契約法については保険学雑誌第４８０号に，それぞれ翻訳している。
これら六カ国の保険契約法は，さいきん青谷訳・「主要国保険契約法」にまとめ
て公刊していることを付言する。
(5)現行の保険契約法（商法）のもとにおいても，公序良俗に反しないかぎり当事
者の自由にゆだねるものとしないで，公益規定であると解することによって，新
しい経済秩序を保持することができるとする見解がゑられろ（牧野・科学的自由
探究と進化的解釈209ページ・２１０ページ，同．法律に於ける進化的と普遍的176
ページ，同．法律に於ける倫理と技術47ページ，同．法学志林３５巻３号，田中
保険契約法のあるべき姿（青谷和夫）３３
（耕）・商法研究２巻642ページ，野津・保険の社会化43ページ。
(6)各国法の示すように，陸上保険にあっては，保険契約者はとかく保険に関する
認識が保険者に比して弱い。そのため陸上保険契約法については，上述の条国法
にもふられるように，強行法主義をとっているが，海上保険においては，保険者
と保険契約者とは対等の地位において契約されるのが一般的でもあるので，海上
保険契約法は，契約自由の原則のうえに立脚するものとして立法化されている
（青谷・保険契約法の新しい構想・法学新報62巻６号27ページ以下)。
(7)保険契約法の史的発展については,Bruck,DasPrvatsversicherungsrecht，
1930,S311ff.，Ehrenberg，Privatversicherungsrecht，1923,S35ff．
３現行の商法は，旧商法（明治23年法律第23号）に由来するものである。
（１）
旧商法は，ロエースレル（KarlFriedrichHermannRoes1er，1884-1894.）
の起草になる商法草案にその源を発している（EntwurfeinesHandelsgese‐
（２）
tzbuchesfiirJapan,DasJapanischHandelsgesetzbuch，1884.)。ロエースレ
ル商法草案における保険法には，保険契約法と保険監督法がふくまれている。
すなわち，第１篇（商及び一般の事）第11巻（陸上保険）と第２篇（海商）第８
巻（海上保険）に規定されており，第１篇第11巻（保険）は，第１款総則，第
２巻火災保険，第３巻地産物の保険，第４款運送保険，第５款生命保険・病
患保険・年金保険，第６款保険営業の公行（この第６款が保険監督法にあたる｡）
にわかれており，第２篇第８巻（海上保険）は，第１款保険契約の取結，第
２巻保険者及び被保険者の権利及び義務，第３巻放譲（現行法第833条以下の
（３）
「保険委付」にあたる｡）（こわかれている。
政府は，明治17年１月29日，ロエースレルの答申をまって，明治29年４月
（４）
法典取調委員会を設けて審議させたのであるが，同委員会(よ，ロエースレル
商法草案に若干の修正を加えたうえ，明治21年向草案を議了し，翌22年６月
７日元老院の可決を経て，２３年４月26日公布，翌年１月１日から施行するこ
ととした。この法典は，総則および３編1064か条からなっており，その構造
は，ロエースレル商法草案と同じくフランス法的である（第１編商総則第２
編海商，第３編破産）が，規定の実質はドイツ法的である。しかし，この法典
（５）
に対しては，外国法模倣，古来の慣習無視の批難力:おこり，修正のため，数
3４
次にわたりその施行が延期されたが，急を要する部分については実施された
ものの，保険法については，明治31年７月１日から３２年６月16日（新商法の
（６）
施行の日）までの間に力､ぎり施行されたことになる。
１日商法のうち保険法に関する部分は，第１編第11章保険（これをわけて，総
則，火災及び震災の保険，土地の産物の保険，運送保険，生命保険，病傷保険及び年
金保険，保険営業の公行の６節としている｡）と第２編海商第８章保険（これをわ
けて，保険契約の取結，保険者及び被保険者の権利義務，委譲の３節としている｡）
に定められているが，ロエースレル商法草案とその骨子においてほとんど変
るところはない。
旧商法については，旧民法とともに各方面から法典延期論が出るなど論議
（７）
が紛糾したので，政府Iま，明治26年３月25日新たに法典調査会を設けて，民
法，商法,法例およびその附属法律の修正案の起草,審議を命ずることとした
が，商法修正案の起草審議にはいったのは，翌27年３月27日法典調査会規則
（８）
力:改正された後のことである。すなわち，法典調査会が商法修正案に関する
議事を始めたのは，翌28年９月27日以後のことであって，じらし､130余回の
（９）
会議を開き，同30年12月Iこいたりようやくこれを議了した。商法修正案の起
草委員は，法制局長官梅謙次郎，東京帝国大学教授岡野敬次郎，司法省参事
官田部芳の３名であって，志田錦太郎，加藤正治の２名が起草委員補助をつ
とめた。
新商法（明治32年法律第48号・同年６月16日施行〈明治32年勅令第33号＞）は，
旧商法と異なり純然たるドイツ法系に属するものであるが，そのうち，保険
契約法を属すか部分は，岡野博士の起草になるものとされている（法典調査
会議事録参照)。旧商法と異なるおもな点をふると，つぎのとおりである。
（力新商法においては，陸上保険をわけて損害保険および生命保険として
いる。旧商法は，生命保険，病傷保険及び年金保険としていた（１日商法
第677条以下）が，新商法は，疾病保険，傷害保険を除いている。立法者
⑩⑪
｜ま，これを生命保険にふくめるべきものと考えていたようである。
（ｲ）１日商法は，損害保険に関する規定を生命保険に適用していた（第625条
保険契約法のあるべき姿（青谷和夫）３５
から第659条まで）が，新商法は，損害保険と生命保険とはその性質を異
にすることにかんが承，生命保険の性質に反しないががぎり損害保険に
関する規定を生命保除に準用するものとしている（商法683条)。
⑰旧商法中の保険事業の監督に関する規定（第689条から第698条まで）は，
これを特別法にゆずることとした（明治33年３月20日法律第69号保険業法，
現行法は，昭和14年法律第41号保険業法)。
(ｴ）旧商法は，「士地の産物の保険」と「震災の保険」に関する定めをし
⑫
ていた（|日商法第667条から第670条まで）が，新商法ではこれを肖|]除した。
(1)ロエースレルは，ドイツのロストク（Rostock）大学の教授であったが，明治
１１年(1878年)，外務省法律顧問としてわが国に招かれ，伊藤博文，井上毅らの憲
法草案（ロレースレルは，EntvIurfeinerVerfassungfiirdasKaiserlich‐
enJapan,1887.を起草している｡）の起草に協力する一方，１４年（1881年）４
月，当時の法制部主管参議山田顕義の命により商法草案の起草に着手し，２年９
か月の日時を費し，明治17年（1884年）１月29日，商法草案を３巻にまとめて答
申している。
(2)旧商法草案の審議の経過，法案の起草に参加した人びとにつき，志田・日本商
法典の編纂と其改正25ページ以下。
(3)ロエースレルは，その商法草案理由書にも明らかにしているように，1870年の
イギリス法を主とし，1869年のドイツ法，1867年のフランス法を参照しているの
であるが，これらの国の法律は，いずれも保険監督法については，単独法をもっ
て規定しており，商法には規定していない（なお，青谷監修・コンメンタール保
険業法上巻１ページ以下，同.「第14回帝国議会保険業法通過顛末および同法制
定後の改正経過」〈１～10〉生命保険協会会報51巻２号23ページ以下)。
(4)青谷・「保険契約法の史的素描」比較法制研究１号145ページ以下。
(5)前掲比較法制研究147ページ。
(6)旧商法中の保険法は，明治31年６月30日までは施行されなかった（明治29年法
律４号）のであるが，この期日が満了するとともに，その保険法は全面的に明治
３１年７月１日から施行されることになった。
(7)青谷・前掲「保険契約法の史的素描」151ページ。
(8)青谷・前掲「保険契約法の史的素描」150ページ。
(9)青谷・前掲「保険契約法の史的素描」148ページ以下，原田真義（法典調査会
起草補助委員）編・旧法典仏独法商法対照（明治31年５月20日）参照。
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⑩青谷・前掲「保険契約法の史的素描」151ページ，法典調査会第75回商法委員
会議事録参照（青谷・生命保険文化研究所「所報」１７号104ページ，同．「保険契
約法の遂条別史的素描」生命保険協会会報58巻２号26ページ以下)。
⑪岡野博士は，傷害保険のごときは商法制定後の生命保険業界の推移にかんが承
主務官庁の認可によってきめられるぺきことであるとのべておられる（前掲法典
調査会第75回および第８１回委員会議事録）が，大久保政府委員は，その仕組糸の
いかんによっては，損害保険ともなり生命保険ともなると答弁している（青谷・
前掲生命保険協会会報53巻２号52ページ，同.前掲コンメンタール保険業法上巻
236ページ以下・244ページ・249ページ以下)。
⑫商法修正要参考書175ページ。
Ⅲあるべき姿の構成
ｌ近代的な保険契約法として誇り高き1908年のスイス保険契約法とドイ
ツ保除契約法そして1930年のフランス保険契約法は，その後の各国の保険契
約法の制定に大きな影響を与えているのであるが，すでにのべたように，ひ
とりわが国の保険契約法は，明治31年（1898年）に制定されていらい明治
44年（1911年）に部分的な改正が行われたのにとどまり，今日の保険の実際
には適合しないものとなっている。ひとしく商法典に属する会社法について
は，同法制定後しばしば改正が行われ，今日なお改正の作業がつづけられて
いるにもかかわらず，保険契約法については，昭和10年法制審議会が商法改
正要綱において保険契約法のあるべき姿について重要な示唆をしているにか
かわらず，その後は全く改正の動きを示していない。
ここにおいてか，最近，保険契約法を制定する動きが－部におこっている
のであるが，わたくしも，年来，比較保険契約法の研究をつづけ，その手始
めに，スイス，ドイツ，オーストリア，スウェーデン，フランス，デンマー
（１）
クなどの保険契約法の条文を訳し，あわせて，わが国保険契約法帝I定の背景
とその推移を探究することによって,保険契約法のあるべき姿を求めて，日夜
（２）
彫`、鍵骨のふちをあゆみつづけている。イエーリング（Rudolfvonlhering，
1818-1892.）の「ローマ法によってローマ法のうえに」("DurchdasR6misch
保険契約法のあるべき姿（青谷和夫）３７
Recht,iiberdasR6mischRechthinaus,,）という標語にしたがって，各国の保
険契約法の立法者の意図していたところのものを比較法的に究明することに
よって，しかし，立法者の意図するところをふまえて，そのうえにすすむこ
とによって，新しい保険契約法のあるべき姿（EntwurgeinesVersichrung-
（１）
svertragsgesetzfiirJapan）を』筐,原しつづけているのである。ここに，よう
やくその構想をまとめることができたので，その構成と内容についてこれを
披瀝し諸賢の批判を求めることとする。
(1)青谷・前掲「主要国保険契約法」は条文それ自体の翻訳であるが，各立法者の
意図するところのものの探究については，各国法のコンメンタール，その他の文
献に負うところが少なくない（文献については，青谷・全訂保険契約法論１，１
の末尾に掲げるところを参照)。
(2)青谷・「保険契約法の史的素描」比較法制研究１号145ページ以下と同.「保険
契約法の逐条別史的素描」（Ｉ～Ⅸ）生命保険協会会報58巻１号以下は，わが国
保険契約法の源流をさかのぼり，それがどのような背景のもとに立法されたもの
であるかを明らかにすることによって，将来への展望の糸口をふいだそうとする
ためにまとめられたものである。そのためには，後者の研究において，ロエース
レル商法草案，旧商法から現行法への推移を逐条別にたどり，ロエースレルの意
図するところをさぐり，旧商法の理由書，法典調査会における審議速記録，現行
法の修正案理由書，明治44年の一部改正法の修正理由，そして議会における質疑
応答，民間団体からの商法改正意見書などを各条ごとにとりいれることによって
あるべき法の姿が黎明のかなたの曙光として輝や<のが承えるようになったので
ある。このような方法をとるにいたったのについては，原田教授の名著「日本民
法の史的素描」におうところが多いことをここに付言する。原田教授のそれは，
ローマ法からドイツ法，フランス法そして日本民法へと，日本民法がどのような
背景と源流のもとに立法化されたかにつき，その史的素描をされているのである。
２あるべき姿の保険契約法の姿の構成は，つぎのごときものとしてい
（１）
る。
第１章総則
第１節通則
第２節保険契約の締結
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第３節保険証券，承認約款
第４節詐欺による保険契約
第５節保険契約の無効および申込の撤回，解除
第６節保険の利益の不存在，危険の消滅，特別危険の消滅
第７節損害防止義務，通知義務
第８節保険契約の解除，解約
第９節保険料の支払
第10節保険金の支払
第11節保険代理商
第12節保険者の補助者
第13節保険契約に関する紛争の処理・管轄裁判所，仲裁条項
第２章損害保険
第１節通則
第２節火災保険
第３節運送保険
第４節責任保険
第１款通則
第２款義務保険
第３章人保険
第１節通則
第２節生命保険
第３節傷害保険
付則
おもな国の保険契約法の構成については，青谷・主要国保険契約法参照。
ドイツ法とオーストリア法，そして，スウェーデン法とデンマーク法には，
(1)
て，スウェーデン法とデンマーク法には，そ
れぞれ類似の構成が承られ，その内容においても近似の傾向を看取することがで
きるのであるが，ひとしくドイツ法系とみられるスイス法は，ドイツ法のそれと
異なるものがゑられる゜そして，スランス法は，損害保険と人保険に大別し，人
保険契約法のあるぺき姿（青谷和夫）３９
保険中に生命保険と傷害保険を規定している。
３あるべき保険契約法の姿を求めるのについては，大体において，フラ
ンス法のごとく，第１章において総則的な規定を設け，第２章を損害保険
(Schadensversicherung,Desassurancededommages）とし，第３章を人
（１）
保険（Desassurancesdepersonnes）とする構成をとることとしている。
(1)現行法のわけ方については，岡野博士の法典調査会における説明にくわしい
（青谷．「保険契約法の逐条別史的素描」生命保険協会会報58巻２号26ページ以
下，５９巻３号37ページ以下。
Ⅲあるべき姿の内容
１あるべき保険契約法の構成については，上記のごとぎ構造を考えてい
るのであるが，以下，その内容について詳説する。
①第１章総則
第１章総則は，各種の保険に適用される通則について定めようとするもの
であるが，これをわけて，通則，保険契約の締結，保険証券・承認約款，詐
欺による保険契約，保険契約の無効および申込の撤回・解除，保険の利益の
不存在・危険の消滅・増加・特別危険の消滅・損害防止義務・通知義務・報
告義務，保険契約の解除・解約，保険料の支払，保険金の支払，保険代理商，
保険者の補助者，保険契約に関する紛争の処理・管轄裁判所・仲裁条項の１３
節とする。
Ａ第１節通則には，この法律の目的，保険契約関係者の定義，保険期間，
遡及保険，保険料期間，特定の他人のためにする保険契約，不特定の他人の
ためにする保険契約，住所変更の通知義務，保険料等の控除，保険者の破産，
他人のためにする保険契約における保険契約者の破産，質権の設定，再保険，
保険者の金銭給付債務の弁済期，時効，不利益変更禁止，この法律の適用範
囲について規定するものとする。
４０
イエーリングは，「目的は全法律の倉Ｉ造者である」（ZweckistiiberSch6p-
ferdesganzenRechts）といっているが，法律の目的を掲げることは，す
でに昭和12年法律第86号「臨時資金調整法」をはじめ，昭和13年法律第55号
「国家総動員法」などにふられるところであるが，日本国憲法の制定を契機
として法律の民主化をはかるため昭和21年ごろから法律文章もやさしくたり，
法令に標題をつけ，法律の目的を最初に掲げることによって立法者の意図す
るところを明示することとなったのである。この法律案においても，この法
律が，保険契約に関する基本的な事項を定めるとともに，保険契約者その他
の利害関係人を保護するため，この法律の規定を保険約款によってこれから
の者に不利益に変更することを禁止するものとし，保険事業の公正かつ自由
な競争を促進し，国民の経済生活の安定とその福祉の増進に寄与するもので
あることを規定することとしている。法律の目的は，それぞれの法律の規範
力の基盤をなすものであり，これを探究することは，それぞれの法律の精神
を知ることにはほかならないのである。この法律は，技術的色彩の濃厚な法
律である。その目的は，われわれの社会生活に内在する保険に関するものと
して，合目的的考慮のもとに一貫した考えかたをもってつらぬかれているの
であるが，それは倫理的に無色.ではありえない。保険契約は，保険契約の特
異性のしからしめるところとして善意(bonaefidei，bonnefoLgoodfaith）
の契約ないしは最大善意（uberrimaefidei，utmostgoodfaith）の契約で
あるといわれているのであるが，倫理はつねに自己を賢明に技術化すること
によって自己の精神を発揮するものである。技術が一定の倫理的目標からさ
らに発展をつづけ，倫理が一定の技術的方法によってその発展をすすめるに
つれて，その倫理と技術が結合して，共に古いものを批判し，改造し，展開
してゆくところに大きな意義をふいだすことができるのである。この法律案
においても，このような観点のもとにその姿をえがいたものである。
それぞれの法律に用語のついて定義を措定することは法律の民主化のあら
われとして当然のことであるが，この案においても，この法律の性質上保険
特有の専門用語がしばしば用いられている。しかし，それは，それぞれの専
保険契約法のあるべき姿（青谷和夫）４１
（１）
門的意義において解釈すべきものである。この案でl土，保険者，保険契約者，
被保険者，保険金受取人など保険契約関係者についての定義づけをすること
としている（厚生年金保険法３条，国民年金法５条その他)。
保険期間（Versicherungsdauer,Vgrsichervngszeit;Indur6educontrat
d'assurance；timeofinsurance）は，保険者の責任の存続する期間である。
危険期間（dur6ederisque,duratinofrisk）ともいっているのであるが，
その始期は別段の定めがないかぎり契約を締結した日の正午に始まる永のと
している（ドイツ法７条など)。
遡及保険（Riickw2irtsversicherung）は，わが国においても保険の実際に
おいてすでに行われているところであるが，商法第642条（683条準用）をふ
くめて新しい条項を設けることとする（ドイツ法２条，オーストリア法７条２項
など)。
保険料期間は，保険料算定の基礎とされている一定の期間である。１日商法
第655条第２項に規定されている（ドイツ法９条．68条４項，スイス法19条.２４条)。
不特定の他人のためにする保険契約については，現行法に承られないので
あるが，実際界においては，シフ約款（ＣＬＦ・clause)，貨物の送保険，
倉庫業者の保管に関する保険などにふられるところである（ドイツ法80条２項，
スイス法１６条１項，フランス法６条など)。
質権の設定について新たな規定を設けようとしたのは，最近の実際界にお
ける要請にこたえるためである（ドイツ法35条の２，スイス法73条，フランス法
65条など)。
保険者の金銭給付義務の弁済期については，保険者が請求人の権利確認行
為のために要する手続などからしばしばその履行期間をめぐり紛争の絶えな
いところである。そこで，これを法定しようとするものである（厚生年金保
険法33条，国家公務員共済組合法41条，ドイツ法11条，スイス法41条など)。
不利益変更禁止は，この法律案が強行法主義をとっていることよりして一
般に保険知識に乏しい加入者を保護するために設けたものである（立法例の
くわしいことはすでに掲げているところを参照)。
４２
この法律の適用範囲についてIま，その実質において一般の保険と異なると
ころのない共済契約については，この法律の適用のもとにおくものとし，特
別法をもって定めるもの（健康保険法，厚生年金保険法，国家公務員共済組合法，
簡易生命保険法，郵便年金法など）は除くことにしている。
(1)Raiser，DasRechtderA11gemeinengeschiiftsbedingungen,1935,ｓ
342；Hildebrandt，DasRechtderA11gemeinengesc脳ftsbedingungen
〈ArchivfiirdiecM1istischePraxis，NeueFulge，２３Band，３Heft.〉
1973,ｓ342;Koehler,A11gemeineverkaufsbedingungen,Ｓ４７.)。
Ｂ第２節保険契約の締結には，保険約款の備置・閲覧・交付，対話者間
における保険契約の申込，隔地者間における保険契約の申込，平常取引をす
る者の間における保険契約の申込，告知義務，悪意による不告知・不実告知，
悪意によらない不告知・不実告知，代理人による保険契約の締結の場合にお
ける告知義務，代理商による保険契約の締結または代理商もしくは外務員に
よる媒介の場合における告知義務，団体保険・包括保険の場合における告知
義務，責任の開始期，不特定の人に対する保険契約の申込について規定する
ものとする。
保険契約は，法律および保険約款の定めるところにより締結されるのであ
（１）
るが,この場合,問題となるのは保険約款の拘束力についてである。これ１こつ
（２）
いては，いろいろの学説・判例をZAるのであるが，ドイツの学者はこれを締
約の強制（Kontrahierungswang）として考えるべきであるとし，フランス
（３）
の学者'よ付合契約（contratd，adh6sion)理論にそのよりどころを求めている。
いずれにしても，継続的契約である保険契約においては，他の企業のそれと
異なり保険約款の拘束力をめぐる紛争がその跡を絶たないのである。そのた
め各国法とも，保険約款を事前に申込人に交付するか，閲覧しうる状態にお
（４）
くことを義務づけている。この法律案においても，そのための特Blj規定を設
けることとしている。
（５）
告知義務の立法主義については，客観主義，主観主義，折衷主義とある力:，
保険契約法のあるぺき姿（青谷和夫）４３
この案においては，当事者間の公平を期するためフランス法の折衷主義によ
るものとしている。すなわち，悪意による不告知・不実告知についてはこれ
を無効としそうでない場合には解除主義をとるものとしている。なお，代
理人等による場合の告知義務，団体保険等の場合におけるそれについて屯特
（６）
BIな定めをするものとしている。
保険者の責任は，別段の定めがなげれば申込に対して承諾が与えられた時
に開始するのであるが，多数契約の獲得を前提とする今日の保険契約におい
ては，原始的保険においてとられた保険料の後払主義をとることはできない
というので前払主義をとるものとしている。そのため，現在においては，保
険約款により第１回保険料を領収した時に保険者の責任が開始するものとし
ている。この法律案においてはその旨を明定することにより無用の紛争をさ
けるものとしている。
不特定の人に対する保険契約の申込は，自動販売機等による航空傷害保険
の販売などにふられるところであるが，そのための特別規定を設けることと
（７）
している。
(1)保険約款の拘束力については，青谷・全訂保険契約法論１３４ページ以下。
(2)保険約款の拘束力の学説・制例の詳細については，青谷・前掲35ページ以下。
(3)1937年８月ハーグで開かれた第２回比較法国際会議において，「契約理論の傾
向に関する概観」が問題とされたのであるが，この会議において，締約の強制か
，付合契約か力:大きくとりあげられている。契約は，「当事者の意思によって当事
者の意思の上に」という標語によって示されるように，当事者の意思をこえて客
観化され，個人意思の優位性が後退して約款設定の意思が支配し，当事者の意思
を離れて契約を客観化し，法規の形態をそなえて契約となるのである（この比較
法会議の論題の紹介・批制につぎ，牧野・民法の基本問題第５編146ページ以下．
220ページ)。
(4)ドイツ法３条．８１条，スイス法１条・２条・３条１項・２項，オーストリア法
１条２項，簡易生命保険法６条３項・４項，航空法107条など。
(5)告知義務に関する立法主義の推移およびその長所・短所については，青谷・前
掲164ページ以下。
(6)フランス法の折衷主義の詳細については，青谷・前掲170ページ以下。
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(7)航空機傷害保険は，多くの場合，自動販売機などによって締結されているので
あるが，自動式保険（Automatenversicherung)，クーポン式保険証券（Ｋｕ‐
ponpolize）の場合には，保険者が不特定多数人に対し申込をしたものと解され
るので，この場合には，承諾者による保険約款の閲覧をもって約款の交付にかえ
るものとしたのであるが，一般の場合には，申込をする者を保護するため約款の
備置・閲覧・交付の義務を保険者に課することとしたものである。
Ｃ第３節保険証券・承認約款には，保険証券，記名式・無記名式または
指図式の保険証券，承認約款，保険証券の喪失について定めるものとする。
記名式・無記名式・指図式の保険証券を法定しようとしたのは，保険取引
（１）の実際に照らしてその必要性を承とめたものである。なお，承認約款Iま現行
法にはふられないものであるが，保険契約申込書と保険証券の記載事項に相
違がある場合における紛争をさげるために法律的に解決しようとするもので
ある。
(1)保険証券の意義およびその性質につき，青谷・保険契約法論Ｈ259ページ以下。
大判・昭10.5.22青谷・損害保険判例集213ページ以下は，積荷保険証券を証拠証
券にすぎないとしているが，通説は指図式の有倒価証券と解している（これにつき，
青谷・前掲264ページ以下)。
、第４節詐欺による保険契約については，民法第96条の例外規定を設け
ようとするものである（ドイツ法22条，スイス法26条)。
Ｅ第５節保険契約の無効および申込の撤回・解約には，保険事故発生の
主観的確定による契約の無効，保険契約の申込の撤回・解除について規定す
るものとする。
保険事項の主観的確定については,商法第642条の規定するところであるが，
各国法の推移にかんがゑこの規定をみなおすとともに，いわゆるクーリング
.オフ（coolingoff）に関する規定を設けることとした。これは，イギリス
のHire-PurchaiseAct,1965.の第11条から第15条までをモデルにしたもの
（１）
とし､われているものである。大蔵省の強い行政指導（昭和４８．２．３０）のもと
(2)
にわが国においても生命保険会社によって行われているものであるカミ，「契
保険契約法のあるべき姿（青谷和夫）４５
約は守られなければならない」（Pactasuntservanda）という法則からすれ
ば，個人の自由な意思によって結ばれた契約は，当事者の姿意的な意思によ
って破棄することはゆるされない。そこで，これを法定することにしたので
ある。
(1)この行政指導は法律に根拠をおくものではない（田中二郎・「行政指導と法の
支配」・鈴木先生古稀記念・現代商法学の課題下巻1429ページ。
(2)割賦販売法の糸とめるところでもある（４条の２．４条の３．２７条.２９条の４
・２９条の６）が，これにつき，来栖・契約法160ページ。大蔵省がこのような行
政指導をしたのについては，アメリカのStateMutual生命が1973年５月１日
からとりいれているcoolingoff制度に示唆をえたもののようである。
Ｆ第６節保険の利益の不存在・危険の消滅・増加・特別危険の消滅には，
保険の利益の不存在，責任開始前における危険の消滅，危険の増加，特別危
険の消滅について規定するものとする。
各国法の推移にかんが糸商法第654条，第655条に修正を加えたものであ
る。
Ｇ第７節損害防止義務・通知義務・報告義務には，損害防止義務，保険
事故発生の通知義務，報告義務，義務違反の効果について規定するものとす
る。
各国法の動向にかんがみ商法第660条，第658条を修正したものである。
Ｈ第８節保険契約の解除・解約には，責任開始前の保険契約の解除，責
任開始後の保険契約の解約について規定するものとする。
責任開始前の契約の解除については商法第653条と第655条に規定している
ものの，責任開始後の解約については保険約款の定めるところにゆだねられ
ているのであるが，後者については，訴訟事件にも承られるように問題がの
こされているので，とくにドイツ法第165条などとを考慮にいれて特別規定
（１）
を設けることとし1k二屯のである。
(1)東京地判・大４．３．４青谷・生命保険判例集143ページ（この判決については，
4６
青谷．保険約款演習ＸＸⅣ195ページ以下)。なお，青谷．「生命保険契約における
解約返戻金控除の法的根拠」民商法雑法78巻１号１ページ以下。
’第９節保険料の支払には，保険料の支払義務者，保険料の支払時期，
第三者のする支払，保険料の支払場所，一時払保険料または第１回保険料滞
納の効果，第２回以後の保険料の滞納の効果について規定するものとしてい
る。
これらは，保険約款などによって定められているものであるが，各国法の
それを参酌のうえ適当な修正を加えている。とくに保険料の支払場所につい
ては紛争の多い条項であるか，ドイツ法第36条，オーストリア法第24条，ス
イス法第22条，フランス法第16条などを参酌のうえ，合理的な解決を求める
こととしている。
Ｊ第10節保険金の支払には,保険者の保険金支払義務,保険金の請求につ
いての請求権者の協力義務について規定するものとしている（ドイツ法49条．
50条，スイス法39条.６９条，オーストリア法49条・フランス法14条)。
Ｋ第11節保険代理商には，保険代理商，媒介代理商の権限，締約代理商
の権限，地域代理商の権限，法定権限の制限について規定するものとしてい
る。
商法第46条以下の規定の不備を補うためドイツ法第43条以下・スイス法第
34条，オーストリア法第43条以下を参酌のうえ修正したものである。
Ｌ第12節保険者の補助者については，保険外務員，保険医，検定調査士
について規定するものとしている。
これらの補助者の権限等をめぐり紛争の絶えないところであるが，これを
解決することをめざした定をすることとしている。
Ｍ第13節保険契約に関する紛争の処理・管轄裁判判所・仲裁条項には，
不服の申立，時効の中断，審査会の権限および組織，不服申立書の記載事項〉
申立の取下，謄本の送付および弁明薑の提出，書面審査，審査会の議事，裁
決，裁決書の記載事項，裁決の効力発生，却下，再審査の申立，出訴期間，
（１）
管轄裁半U所，仲裁条項1こついて規定するものとする。
保険契約法のあるぺき姿（青谷和夫）４７
(1)保険に関する紛争処理については，保険の特異性のしからしめるところとして
これが解決には裁判所をなやましめている－つの問題ともされている。そこで，
このような規定を設けようとするものであるが，これについては，青谷・「保険
約款における紛争処理条項一約款における『仲裁条項』は違憲か」・民商法雑誌
８３巻４号522ページ以下。
②第２章損害保険
第２章損害保険は，これをわけて，通則，火災保険，運送保険，責任保険
の４節とする。
Ａ第１節通則には，損害保険契約，被保険利益，保険価格の推定，評価
保険，包括物の保険，損害填補の限度，超過保険，併存保険，共同保険，重
複保険，不法の利益を得る目的をもってする重複保険，善意による重複保険，
一部保険，保険価格のいちじるしい減少，損害額の算定，保険者の免責，損
害額の鑑定，代理人による損害の調査・確定，保険の目的の譲渡，自動車・
二輪自動車・原動機付自転車の譲渡，被保険利益の不存在についていて規定
するものとする。
被保険利益については，ドイツ・スイス等において激しく学説の対立する
ところであるが，この案においては抽象的であるとの批判はあろうが，スイ
ス法，イタリア法の考えかたをとることとした（スイス法48条.４９条．64条，
イタリア法1904条)。評価価格(ドイツ法57条，スイス法65条，オーストリア法50条)，
包括物の保険（ドイツ法54条，スイス法７条．31条，オーストリア法51条)，損害
填補の限度（ドイツ法50条以下，スイス法62条など)，併存保険（ドイツ法53条以
下，スイス法53条，フランス法30条)，共同保険（ドイツ法58条以下，スイス法53条，
オーストリア法53条，フランス法30条)，不法の目的をもってする重複保険（ドイ
ツ法59条，スイス52条，オーストリア法54条，フランス法30条)，善意による重複
保険（ドイツ法59条，オーストリア法54条)，損害額の鑑定（ドイツ法65条，スイ
ス法67条，オーストリア法58条)，被保険利益の不存在（ドイツ法２条．68条，ス
イス法９条.１０条,〃オーストリ法63条，フランス法39条）などは，新に規定しよ
うとするものである。
4８
Ｂ第２節火災保険は，保険事故，損害補填の範囲，同居人の物に対する
他人のためにする保険契約，動産の保険価格，動産の評価価額，建物の保険
価額，喪失利益の保険価額，特殊な併存保険，保険事故発生の通知義務，損
害発生状態の変更禁止，保険事故発生後における保険金額および保険料の減
額，保険事故の発生により一部損害を生じた場合における解約，再建約款，
請求権の譲渡禁止，再建約款に反する支払，新価保険，抵当権者に対する責
任，抵当権の申出，抵当権者に対する義務の継続，抵当権の保険者への移転，
抵当利益保険，保険契約者による解約，証明・報告，抵当権者の住所変更の
通知義務，火災保険証券などについて規定するものとする。
同居人の物に対する他人のためにする保険契約（ドイツ法85条，オーストリ
ア法75条)，動産保険の保険価格（ドイツ法86条，スイス法63条，オーストリア法
76条)，建物の保険価格（ドイツ法88条，スイス法63条，オーストリア法76条)，喪
失利益の保険価格（ドイツ法89条，スイス法65条，オーストリア法77条)，特殊な
併存保険（ドイツ法90条，オーストリア法77条)，保険事故発生の通知義務（ドイ
ツ法92条，オーストリア法78条)，損害発生状態の変更禁止（ドイツ法93条，スイ
ス法68条，オーストリア法59条)，保険事故発生後における保険金額および保険
i料の減額（ドイツ法95条，スイス法42条，オーストリア法60条)，－部損害の場合
の解約（ドイツ法96条)，再建約款（ドイツ法97条.９８条.９９条，オーストリア法８０
条.８１条)，新価格保険，抵当権設定に関する規定（ドイツ法100条．102条．104
条．105条，オーストリア法82条・８３条．８５条．８８条）などは，いずれも現行法に
ふられないものである。
Ｃ第３節運送保険は，保険事故，保険期間，保険価格および損害額，運
:送保険証券，危険の増加および譲渡，運送の変更について規定するものとす
る。このうち，危険の増加および譲渡については現行法には承られたRい規定
､である（ドイツ法142条，スイス法64条，オーストリア法119条)。
Ｄ第４節責任保険をわけて，第１款通則第２款義務保険とし，第１款
通則には，保険事故，権利保護費用の負担，営業責任保険，保険者の免責，
通知義務，損害填補金の支払時期，年金責任の場合における特例，被害者の
保険契約法のあるべき姿（青谷和夫）４９
地位，被害者の優先，保険事故発生後の解約について規定し，第２項義務保
険においては，保険事故，第三者に対する填補義務，第三者が請求権を行使
した場合の被保険者の通知義務・第三者の通知義務，第三者の義務違反の効
果，第三者の権利の保険者への移持について規定するものとする。
第４節の規定は，現行法にはふられないものである（商法667条は別）が，
これにつのては，ドイツ法第149条から第158条の９までの規定，オーストリ
ア法第120条から第128条までの規定，フランス法第50条から第53条までの規
定を参酌のうえ，最も妥当と考えられる規定を措定するものとしている。
③第３章人保険
第３章人保険は，これをわけて，通則，生命保険（Lebensversicherung，
Desassurancessurlavie)，傷喜保険（Unfallversicherung，assurance
contrelesaccidentsatteignantlespersonnes）の第３節とする。
（１）
Ａ第１節通則にI土，人保険契約，保険代位の禁止について規定するもの
(2)(3)(4)(5)
とする。
(1)現行商法の立法者はＬ疾病，傷害，廃疾の保険を生命保険に属するものとして
いたようである（岡野博士の法典調査会第８１回と第75回の議事録における説明に
ふえている。青谷・前掲「保険契約法の逐条別史的素描」Ｖ37ページ以下，１２６
ページ以下)。なお，岡野博士は，第14回帝国議会保険業法案審査特別委員会速
記録第４ページにおいて，「疾病保険は，広い意味における生命保険にふくまれ
るとし，損害保険事業としてこれを兼営することはゆるされない」と答弁してお
られる（青谷・「第１４回帝国議会保険業法案通過顛末および同法制定後の改正経
過」・生命保険協会会報５１巻３号53ページ，同.生命保険文化研究所「所報」１７
号122ページ以下)。
(2)人保険は，定額保険であり，損害保険のように実損填補を目的とする契約では
なく，当事者間において約定された定額の保険金を支払うものであるというので，
保険代位を禁止するものとしたのである（フランス法55条)。
(3)ドイツ法とオーストリア法は，傷害保険を損害保険および生命保険と対立する
ものとして別の章に規定しており，スウェーデン法とデンマーク法は，傷害保険
および疾病保険を損害保険および生命保険と対立するものとして別の章に規定し
ている。これらの立法例は，いずれも，これらの保険をもって損害保険のように
損害填補性をゑとめていない。しかし，スウェーデン法とデンマーク法は，傷害
5０
保険については，生命保険と同じく定額保険的な考えかたを示しているものの，
疾病保険については，保険代位を承とめている（スウェーデン法25条２項，デン
マーク法25条２項)。わが国の社会立法も，疾病保険については，スウェーデン
およびデンマーク法と同じく，その給付については損害保険的な考えを示してい
る（健康保険法67条など。これにつき，青谷・「損害賠償の請求権」・法律のひろ
ぱ（１～４）３０巻11号以下)。
(4)最判・昭３９．９．２５青谷･生命保険判例集516ページ以下（この判例につき,青谷・
全訂保険険約法論１３０４ページに掲げる文献参照)，同・昭48.6.29民集１８巻
1528ページ（この判例につき，青谷・保険約款'慣習ＸＸＩページ以下)。この後の
判例は，傷害保険の性質にふれたものとして注目すべきものであるが，問題の多
い判例である。なお，金沢・「フランス法における傷害保険の定額保険性」葛城
古稀記念損害保険論集343ページ以下，同．傷害保険総論１ページ以下（新種自
動車保険講座Ⅳ）など参照。
(5)フランス保険契約法第55条にいう人保険には，人体を段損する傷害の保険防止
をふくむものと規定されている（54条)。この傷害保険のほか，疾病保険（assu‐
rancecontrerinvalidit6,contrelamaladie)，結婚保険（assurancenu-
pitalit6)，産児保険（assurancenatalit6）なども，解釈上人保険の－種とさ
れている。ただ労働者災害補償保険（assurancecontrelesaccidentsdu
travail）における事業主または保険者の第三者に対する求償権はさまたげない
とされている（1898年４月９日同法９条）ものの，保険者は，フランス民法第
1382条以下に承とめている不法行為または準不法行為上の損害賠償請求権を第三
者に対して主張することはできないと解されている。
（１）
Ｂ第２節生命保険には，保険事故（ドイツ法159条，オーストリア法130条，
（２）
フランス法56条)，他人の生命の保険契約（ドイツ法159条，スイス法74条，オース
トリア法130条，フランス法57条.58条)，他人のためにする保険契約（ドイツ法166
条，スイス法76条から85条まで，オーストリア法132条．133条，フランス法63条から
71条まで，７８条)，保険金受取人の制限（ドイツ法59条，オーストリア法131条，フ
ランス法58条．５９条，簡易生命保険法11条),保険契約者または保険金受取人の代
表者（簡易生命保険法12条，刑事補償法10条)，生命保険証券（商法679条，フラン
ス法60条)，年齢の錯誤（ドイツ法162条，スイス法75条，オーストリア法134条，フ
ラインス法81条)肌危険の増加（ドイツ法164条，オーストリア法135条.136条)，保
険料の減額の規定の不適用（ドツ法41条の２)，債務の連帯（簡易生命保険法1３
保険契約法のあるぺき姿（青谷和夫）５１
条)，保険金等の不可分（簡易生命保険法16条)，死亡保険金受取人の指定の解
釈（ドイツ法167条，スイス法83条，オーストリア法133条，フランス法63条.７１条か
ら73条まで)，保険金受取人が権利を取得しない場合における権利の帰属（ド
イツ法168条，オーストリア法132条)，被保険者の自殺（ドイツ法169条，オースト
（３）
リア法138条，フランス法62条)，保険契約者による保険事故の招致（ドイツ法170
条，スイス法14条.１５条，オーストリア法139条，フランス法79条)，保険金受取人
（４）
4こよる保険事故の招致（ドイツ法170条，オーストリア法139条，フランス法79条，
アメリカの判例<EquitableLifeAssurance,ＳｅｃＶ、Weightma610kla、106,
160ｐａｃ６２９,1916>)，戦争その他の変乱による保険事故（商法640条・683条)，
･保険契約者の地位の任意承継（簡易生命保険法36条)，保険契約者の地位の法
定承継（簡易生命保険法37条)，保険金受取人の指定またはその変更（フランス
:法63条.64条，簡易生命保険法38条)，遺言による保険金受取人の指定またはそ
の変更（フランス法80条)，保険事故発生前の保険金受取人の死亡（スウェーデ
ン法106条)，保険契約の復活（スイス法２条，オーストリア法145条,フランス法16
.条，簡易生命保険法40条から43条まで)，保険契約者に対する貸付（スイス法95条，
フランス法77条，簡易生命保険法46条)，利益配当・剰余金の分配（スイス法94条，
簡易生命保険法47条)，譲渡禁止（簡易生命保険法49条，郵便年金法33条)，差押禁
止（簡易生命保険法50条,郵便年金法34条)，保険金受取人の介入権（ドイツ法177
条，スイス法86条，オーストリア法150条，郵便年金法35条)，配偶者・子・孫のた
めにする保険契約に対する強制執行（ドイツ法177条，スイス法81条.８５条,オー
ストリア法150条，フランス法71条.72条)，保険料払済保険（ドイツ法174条,スイ
ス法90条，オーストリア法141条.142条，フランス法75条．７６条)，控除支払（ドイ
（５）
ツ法35条の２，スイス法18条３項，簡易生命保険法51条)，正規の支払（簡易生命保
険法52条）をそれぞれ括孤内に示す立法例を参酌のうえ規定するものとす
る。
(1)生命保険の保険事故には，とくに廃疾保険を加えるものとし，疑義をさけるこ
ととした。
(2)他人の生命の保険契約については，現行法と同じく同意主義をとっているので
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あるが，その同意については，必ず書面によることを要するものとし，保険金額
については，道徳的危険を考慮して主務大臣の認可した範囲内において被保険者
において妥当と思惟する金額をこえてはならないものとし（金額は被保険者によ
って指定する)，被保険者の年齢が10年に満たないときは主務大臣の認可する額
（その額は葬式費用などをこえるものであってはならない）の範囲内とするほか”
その被保険者と保険契約者との間には法定の親族関係にある者でなければならな
いものとしている。
(3)保険契約者による事故招致については，保険契約者が法人等の理事，取締役ま
たはこれらの者の業務を執行する者の事故招致をもふくむものとしている。
(4)保険金受取人についても，上部の(3)と同様の定めをするものとしている。
(5)大量的に支払事務を執行している保険者に民法第478条から第480条までの注意〈
義務を過重することは酷である。そこで，とくに法・約款の定めるところにより
保険金等を支払ったときは，その支払は有効とする旨を定めることにしたのであ、
る（銀行預金約款などにも承られるところであるく最判・昭４２．４．１５金融法務
事`肩477号33ページ，東京地判・昭５２．６．６時報875号65ページ，大阪高判・昭4１
・９．２６時報474号24ページなど＞）。
Ｃ第３節傷害保険は，現行商法にその条項を欠く分野の保険である。そ
の保険事故としては，傷害はもとよりその原因となった入院，治療をふくむ
ものである（ドイツ法154条．155条，スイス法88条，オーストリア法154条.159条，
スウェーデン法54条，フランス法54条，デンマーク法119条以下)。自己のためにす
る傷害保険にあっては，保険契約者におい保険金額（主務大臣の認可する金額
の範囲をこえてはならないものとする）を指定し，保険契約者が未成年者等であ，
ろ場合における一定の制限規定を設けることによって道徳的危険の防止を考
えている（死亡保険の場合におけるそれに準じるものとする。保険契約者が年齢１０
年に満たない場合も同様)。なお，他人のためにする傷害保険においても同様
の配慮をすべきものとしている（ドイツ法179条，オーストリア法155条)。他の
傷害保険契約の通知義務を課すことにより道徳的危険の防止を考慮にいれた
立法をすることにしている（スウェーデン法44条，デンマーク法44条)。
以上のほか,被保険者の自傷（オーストリア法158条),保険事故の招致（ドイツ
法181条，オーストリア法158条，この場合，保険契約者が法人等の場合においては死
亡保険の場合と同じくその代表者等による事故招致も免責とする｡)，救護義務（「
保険契約法のあるべき姿（青谷和夫）５３
イツ法183条，オーストリア法160条)，鑑定手続（ドイツ法184条)，調査費用の負
担（ドイツ法185条，オーストリア法162条)，法人等の団体傷害保険（オーストリ
ア法156条）については，それぞれ括孤内の立法例を考慮にいれて妥当と承と
める規定を設けることにしている。
以上の傷害保険については，生命保険に関する規定（保険証券，年齢の錯誤，
債務の連帯，保険金受取人の指定の解釈，復活，利益配当・剰余金の分配，譲渡禁止，
差押禁止，控除支払，正規の支払）に関する規定を準用するものとしている。
④付則
Ａあるべき保険契約法の姿を求めるのについては，陸上保険契約法につ
いて，これを強行法化することを前提とする立前のもとに措定しているので，
商法典第３編第10章の規定は，当然に削除されることになる。そこで，新法
施行の際，現に商法第３編第10章の規定の適用をうけている保険契約に関す
る経過規定を設ける必要がある。
その結果，商法典に規定されるのは，海上保険契約法の承となる。海上保
険契約法についてもこれを単行法とするならば別であるが，これに関する規
定を商法典第４編第６章に残すとすれば，現行法は，第４編第６章において
別段の定めがある場合を除いて損害保険に関する総則（第３編第10章第１節第
１款<629条から664条まで）の規定を適用する旨定めている（815条２項）ので，
この法律案の施行にともない，第４編第６章については，広範囲にわたる改
正を必要とすることになる。これと同時に，経過規定を設けることの必要に
ついては，いうまでもないところである。
Ｂ保険類似の共済契約についても，この法律を適用することとなるので，
それぞれの根拠法を改正する必要がある。
Ｃこの法律の制定にともない保険業法等の改正が必要となる（保険案法７
条.８９条．９０条，保険募集の取締に関する法律など)。
保険業法第７条は，生命保険事業と損害保険事業の兼営を禁止し，それぞ
れの事業経営の確実性を維持することにしている。すなわち，両事業は，そ
の負担する危険の性質が異なるので，他の事業の損害による影響は絶対に避
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けなければならない。生命保険においては，危険の発生が統計的に正確に把
握できるのに対し，損害保険険においては，比較的推測の加わった基礎のう
（１）
えに成り立っているなど，両者I土，まったく異質の性格をもっている。現在，
保険業法は，傷害保険と海上保険，火災保険，自動車保険などとの分離計算
を命じていない（簡易生命保険及び郵便年金特別会計法は簡易生命保険と郵便年金
の分離勘定を糸とめている)。その結果，一つの保険において欠損を生じた場合，
他の保険による利益によってこれを補填するといったことになりかねないこ
とになっているため，各保険加入者が構成する危険団体（Gefahrgemeinsc‐
haft，groupementdunmulitudederisques）相互間に不公平な結果をも
たらすことになる。異なる基礎のうえに立つ危険団体の所属員の一方が他方
の団体の所属員のために危険にさらされるということは，保険の団体性の原
(2)(3)(4)
理に反することになる。
(1)青谷監修・コンメンタール保険業法上巻227ページ。
(2)兼営禁止に関する各国の立法例につき，青谷監修・前掲コンメンタール上巻
230ページ以下
(3)傷害保険，疾病保険をめぐる監督官庁の方針につき，青谷監修・前掲コンメン
タール上巻233ページ以下・235ページ以下。
(4)ドイツ保険監督法第21条第２項は，相互保険において無配当保険を行う場合に
は，分離をなすぺきものとしている（青谷・「相互会社における無配当保険」・保
険約款慣習ＸＸ233ページ以下)。
Ｄ各国法によれば，看害保険（ドイツ法108条から115条の２まで，オースト
リア法89条から95条まで，フランス法46条から48条まで)，家畜保険（ドイツ法116
条から128条まで，スイス法64条，オーストリア法96条から110条まで，スウェーデン
法89条.９０条，フランス法46条．４９条，デンマーク法89条.９０条)，内水航行の危険
に対する船舶の保険（ドイツ法129条．132条．133条．136条から141条まで，143条
から147条まで，オーストリア法111条から１１９条まで，スウェーデン法59条から76条
（１）まで，デンマーク法59条から76条まで）が陸上保険契約法に規定されてし､る。
しかし，わが国においては，電害保険については，農業災害補償法（２条．
保険契約法のあるぺき姿（青谷和夫）５５
３条．83条12項１号・４号･５号･６号，８４条１項１号・４号･５号･６号・７号，８５条，
85条の２）により，家畜保険については同法（２条・３条.８３条１項３号，８４条
１項３号，８５条，８５条の２）により行われており，農業協同組合が行っている
:共済事業のように，民営の保険事業との間に存するがごとき弊害は承られな
いのでこの種の保険については，農業災害補償法の定めるところによったと
しても，さしつかえないので，この法律の対象としないこととしたのである。
なお，現在，損害保険が行っている競走馬保険とかミンク保険などの動物
保険については，これを損害保険として行うことに支障はないので，とくに
この法律案においては特別規定を設けないこととし，監督官庁の行政指導に
ゆだねるものとしたのである。
(1)わが国の河川は，その特異性のしからしめるところとして，ヨーロッパ大陸を
流れるライン川，ダニユーブ)Ⅱ，セーヌ)||，ロアル川といった大河と異なり，わ
が国内の河川を利用して大型の船舶により運送事業を営むものは承られない。そ
こで，この法案においては，内水航行の危険に対する船舶の保険に関する規定を
とくに設けないこととしたのである。
船舶については，海上を航行する航海船と湖)Ⅱ港湾を航行する内水船とがあり，
湖川港湾の範囲は平水区域によって定められている（商法569条，明治３２年逓信
省令第20号（商法施行法く明治32年法律第49号＞第122条は，「湖川，港湾及上沿
岸小航海ノ範囲/､運輸大臣之ヲ定ム」と規定しており，明治32年逓信省令第20号
くいまは運輸大臣であるが，かつては逓信大臣であり，その省令も逓信省令とし
て今日なお生きている｡＞は，「湖川，港湾ノ範囲へ平水航路ノ区域二依ル」とし，
「沿岸小航海ノ範囲ハ播磨国明石)Ⅱ口西岸ヨリ淡路国江崎二至ル線,淡路国押登崎
ヨリ阿波国大磯崎二至ル線，伊予国佐田崎ヨリ高島ヲ経テ豊後国地蔵崎二至ル線
及豊前国部崎ヨリ長門国字部村二至ル線ヲ以テ限ラレタル内海トス」としている。
通説は，内水船には海商法の適用はないとしている（小町谷・窪田・海商法２４
ページ，田中〈誠＞・海商法110ページ，鈴木・商行為法・保険法・海商法105ペ
ージ)。しかし，陸上運送については，湖)||港湾をふくめている（商法569条)。
したがって，内水における般舶による貨物運送保険に関する規定の適用をうける
ものと解すべきであるが，実際上は，内水船による貨物の運送については，保|境
約款により海上保険契約により行われている（運送保険普通保険約款（1979年１２
月試案）第１条参照。
